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株 主 各 位

証券コード　
年 月 日

兵庫県姫路市南町 番地

代表取締役社長 髙 野　 勝
株 式 会 社

第 回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第 回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討
くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、 年 月 日（月曜日）午後 時 分までに到着するよう
にご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具　

＜　新型コロナウイルス感染症に関するお知らせ　＞
新型コロナウイルス感染症への対応として、会場の当社従業員はマスクを着用させていただく場合がご
ざいます。株主総会へのご出席に際しましては、株主総会開催時点での感染状況や、ご自身の体調をご
確認のうえ、マスク着用等の感染予防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申し上げます。
また、書面による事前の議決権行使の方法もございますので、併せてご検討ください。

記
．日　　時　　 年 月 日（火曜日）午前 時
．場　　所　　兵庫県姫路市西駅前町 番地　キャスパ 階
　　　　　　　　姫路キャスパホール
．目的事項

　　 報告事項　　 ．第 期（ 年 月 日から 年 月 日まで）事業
報告、連結計算書類及び計算書類報告の件

　　 　　　　　　 ．会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　　 決議事項
　　　　第 号議案　　取締役 名選任の件
　　　　第 号議案　　監査役 名選任の件

以　上　

．当日ご出席の際には、お手数ではございますが、同封の議決権行使書用紙
を会場受付へご提出くださいますようお願い申し上げます。
．株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正をす
べき事情が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（ｈｔｔｐ：／／
ｗｗｗ．ｓａｎｙｏ－ｄｐ．ｃｏ．ｊｐ／）において修正後の事項を掲載することによって
お知らせいたします。（ ）



（　　）

（添　付　書　類）

．企業集団の現況に関する事項
　 　事業の経過及びその成果
　　当連結会計年度における国内経済は、企業収益の改善傾向に足踏みがみられる
ものの、国の各種政策の効果もあり、雇用・所得環境の改善が続くなど、景気は
緩やかな回復基調にありましたが、通商問題をめぐる海外経済の動向や年初から
顕在化した新型コロナウイルスの感染拡大により、景気の先行きは楽観視できな
い不安定な状況で推移しました。

　　百貨店業界におきましては、天候不順による季節衣料の販売低迷や台風による
臨時休業等の影響に加え、消費税増税による消費の急激な落ち込みや新型コロナ
ウイルスの影響による大幅な来店客数の減少により、全国的に前年を下回る厳し
い商況となりました。

　　このような状況の中、当社グループは中期経営計画の最終年度を迎え、そのビ
ジョンに掲げる「日本一生き生きとした百貨店」の実現に向け、各種の営業施策
を展開してまいりました。

　　営業面では、婦人雑貨売場に、バッグや革小物などの上質な革製品を展開する
「ヒロフ」を、食料品売場に、姫路の名産品である穴子専門店「あなご料理　柊」
や、たつのの人気和菓子店「大黒屋丹治」を、それぞれ新たに導入するなど、地
元の独自性のある商品やブランドをより一層強化することで他店との差別化を図
りました。また、婦人・紳士服売場の配置換えを中心とした改装を実施すること
で、お客さまがより買いやすく、選びやすい店舗環境への見直しを図りました。
催し会場につきましては、行列のできる人気のスイーツ店を多数取り揃えた「日
本列島絶品うまいもの大会」などの人気食品催事や文化勲章受章者や文化功労者
の画家を中心に厳選した秀作を展観した初開催「山耀展」などの巨匠作品展を開
催するとともに、増税前の高額品需要を取り込むため、黄金展や絵画展、美術・
宝飾展を開催することで、集客並びに売上の確保に努めました。

　　経費面におきましては、広告宣伝費の効率的な運用に加え、水道光熱費や販
売・事務用品費の低減を図るなど、限られた経営資源の中で効率的な運用に努め
ました。

　　当連結会計年度における商品別販売状況は、衣料品におきましては、全国的に

事 業 報 告
年 月 日から
年 月 日まで（ ）
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苦戦が続く子供服は、近隣の制服指定店廃業による学生服の取り込みに成功し、
売上を伸ばしましたが、主力の婦人服や紳士服は、期初は堅調に推移したものの、
その後の天候不順や増税後の消費マインドの低下により伸び悩んだことで、全体
的には前年を下回りました。また、身回品におきましては、財布やハンドバッグ
は売上を伸ばしましたが、婦人靴やアクセサリーが低迷し、食料品におきまして
も、物産展等の食品催事は好調に推移しましたが、生鮮品や惣菜が伸び悩み、い
ずれも前年を下回りました。一方で、家庭用品におきましては、絨毯や台所用品
の不振がありましたが、食器が健闘し、また、雑貨におきましても、好調が続く
化粧品に加え、外販を中心に大きく売上を伸ばした美術・時計宝飾品が牽引し、
前年を上回りました。

　　この結果、当連結会計年度は増税前に開催した宝飾・美術品等の高額品催事や
物産展等が好調に推移したことにより、売上高は ， 百万円（前連結会計年度
比 ．％）となり、営業利益は 百万円（前連結会計年度比 ．％）、経常利
益は 百万円（前連結会計年度比 ．％）、親会社株主に帰属する当期純利益は
百万円（前連結会計年度比 ．％）と、いずれも前連結会計年度の実績を上

回って着地しました。なお、配当につきましては、次年度以降も一段と厳しい経
営環境が予想されることを踏まえ、有利子負債の返済及び自己資本の充実を最優
先にいたしたく、誠に遺憾ではございますが、見送ることとさせていただきたい
と存じます。今後も当社グループは、財務体質の健全化と業績の安定に向け全力
を傾注し、地域における当社グループの存在価値を高めてまいる所存でございま
す。何卒、ご理解賜りますようお願い申し上げます。

前連結会計年度比構　成　比金　　　額商　品　別
％

． 　　
． 　　
． 　　
． 　　
． 　　
． 　　

％

． 　　
． 　　
． 　　
． 　　
． 　　
． 　　

百万円

， 　
， 　

　
， 　
， 　
， 　

　
衣 料 品
身 回 品
家 庭 用 品
食 料 品
雑 貨
そ の 他

． 　． 　， 　合　　　計

（注）当社グループは百貨店業単一セグメントのため、セグメントに代え商品別売上高での比
較・分析を行っております。

　商品別売上高
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　 　設備投資等の状況
　　当連結会計年度における設備投資等の額は 百万円であり、その主なものは、
婦人服・雑貨売場を中心とした店舗改装工事であります。

　 　資金調達の状況
　　当連結会計年度において、運転資金に充当するため、金融機関から所要の借入
を行いました。

　 　対処すべき課題
　　今後の流通業の情勢は、全世界に拡大する新型コロナウイルスの影響により、
世界経済の混迷は深刻さを増し、個人消費はかつて経験したことのない大きな落
ち込みになることが懸念されます。百貨店業界におきましても、これら新型コロ
ナウイルスの影響による経済への直撃に加え、インバウンド需要の大幅減や恒常
的に続く消費の低迷等により、今後もこれまで以上に厳しい商況が予想されます。

　　このような状況の中、当社グループは 年度からスタートする新中期経営計
画を策定することで、一層厳しさを増す消費環境の中で、継続して安定的に収益
を生み出せる強固な経営体質をもつ企業をめざしてまいります。その基本方針と
いたしましては、売上拡大及び集客力強化ための「外販力増強による顧客獲得策
の推進」「店舗魅力向上のための商品・催事開拓」「顧客満足度の向上策の実行と
徹底強化」とし、各基本方針達成のための重点実施項目を、従業員全員で目標に
向けて真摯に取り組むことで、当社グループが地域における絶対的な地位をもつ
百貨店として、お客さまから支持される店づくりを強力に推進してまいります。

　　株主の皆さまにおかれましては、今後もなお一層のご支援ご鞭撻を賜りますよ
うお願い申し上げます。
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　 　財産及び損益の状況の推移
　　①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

第 期（当連結会計年度）
（ 年 月期）

第 期
（ 年 月期）

第 期
（ 年 月期）

第 期
（ 年 月期）区　　　分

， ，， ，， ，， ，売    上    高
（千円）

　 ，　 ，　 ，　 ，
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

（千円）

．．．．株当たり当期純利益
（円）

， ，， ，， ，， ，総    資    産
（千円）

， ，， ，， ，， ，純    資    産
（千円）

（注） ． 株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から自己株式数を控除した株式
数を用いて算出しております。

　　　 ．前連結会計年度（第 期）より売上高の表示方法の変更を行っており、第 期の売
上高につきましては、遡及修正後の数値を記載しております。

　　　 ．当連結会計年度（第 期）の期首より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」
（企業会計基準第 号　 年 月 日）等を適用しており、第 期の総資産につきま
しては、遡及修正後の数値を記載しております。

　　②　当社の財産及び損益の状況の推移
第 期（当事業年度）
（ 年 月期）

第 期
（ 年 月期）

第 期
（ 年 月期）

第 期
（ 年 月期）区　　　分

， ，， ，， ，， ，売 上 高
（千円）

，，，，当 期 純 利 益
（千円）

．．．．株当たり当期純利益
（円）

， ，， ，， ，， ，総 資 産
（千円）

， ，， ，， ，， ，純 資 産
（千円）

（注） ． 株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数から自己株式数を控除した株式
数を用いて算出しております。

　　　 ．前事業年度（第 期）より売上高の表示方法の変更を行っており、第 期の売上高
につきましては、遡及修正後の数値を記載しております。

　　　 ．当事業年度（第 期）の期首より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企
業会計基準第 号　 年 月 日）等を適用しており、第 期の総資産につきまし
ては、遡及修正後の数値を記載しております。
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　 　重要な親会社及び子会社の状況（ 年 月 日現在）
　　①　親会社との関係

所　在　地名　　　称

兵庫県姫路市南町 番地当社本社・本店

兵庫県姫路市阿保字長瀬甲502番山陽デリバリーサービス株式会社本社・配送センター

主　な　事　業　内　容当　社　の
議決権比率資　本　金会　　　社　　　名

同社の会員に対する当社の商品販売並
びに役務提供の取次に関する業務

％

．　　
千円

， 　株式会社　山陽友の会

自動車運送業
％

．　　
千円

， 　山陽デリバリーサービス株式会社

　　②　重要な子会社の状況

　　③　その他
　　　当社の子会社は上記②の 社であり、いずれも連結対象としております。ま

た、関連会社は 社であり、持分法を適用しております。

　 　主要な事業内容（ 年 月 日現在）
　　当社グループは、百貨店業を営んでおります。

　 　主要な事業所（ 年 月 日現在）

関　　　係　　　内　　　容親　会　社　の
議決権比率資　本　金会　　　社　　　名

形同社の役員 名が当社役員を兼任
している。

穴同社から事業用土地・建物を賃借
し、当社から建物を賃貸している。

警同社から運転資金の借入を行って
いる。

荊同社から債務保証を受けている。
同社へ物品販売等を行っている。

％

．　　
千円

， ， 　山陽電気鉄道株式会社

（注）当社と親会社である山陽電気鉄道株式会社との主な取引は、事業用土地・建物の賃貸借
及び運転資金の借入に関する金銭消費貸借取引でありますが、土地・建物の賃貸借につい
ては、地価の変動や近隣の取引実勢に基づき、契約により賃貸借料を決定しており、また、
金銭消費貸借については、市場金利を勘案して利息を決定しております。これら親会社と
の取引が、いずれも公正かつ適切な取引水準で実施されていることから、当社取締役会は、
親会社との取引が当社グループの利益を害するものではないと判断しております。
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　 　従業員の状況（ 年 月 日現在）
　　①　企業集団の従業員の状況

（注） ．従業員数は就業人員であり、臨時従業員 名（期中平均人員）は含んでおりません。
　　　 ．当社グループは百貨店業単一セグメントのため、セグメント別の記載はしておりま

せん。

前連結会計年度末比増減従　業　員　数

名減少名

　　②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員 名（期中平均人員）は含んでおりません。

平　均　勤　続　年　数平　均　年　令前事業年度末比増減従　業　員　数

． 年． 才名減少　 名男　　性

． 年． 才名増加名女　　性

． 年． 才増減なし名合　　計

借　　入　　額借　　入　　先

百万円

， 　　　

　　　

　　　

山 陽 電 気 鉄 道 株 式 会 社

株式会社　三 井 住 友 銀 行

播 州 信 用 金 庫

　 　主要な借入先（ 年 月 日現在）
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．会社の株式に関する事項（ 年 月 日現在）
　 　発行可能株式総数　　　， ， 株

　 　発行済株式の総数　　　　 ， 株

　 　株　　主　　数　　　　　　　　　 名

　 　大　　株　　主（上位 名）

持　株　比　率持　　株　　数株　　　　主　　　　名

％百株

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

，

，

山 陽 電 気 鉄 道 株 式 会 社

神 姫 バ ス 株 式 会 社

内 海 欣 子

渡 邉 定 雄

山 陽 百 貨 店 従 業 員 持 株 会

株　式　会　社　山 陽 フ レ ン ズ

株　式　会　社　三 井 住 友 銀 行

鹿 島 建 設 株 式 会 社

関 電 不 動 産 開 発 株 式 会 社

株 式 会 社　　み な と 銀 行

（注） ．当社は自己株式 ， 株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。
　　　 ．持株比率は自己株式を控除して算出しております。
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（注） ．当事業年度中の取締役及び監査役の異動
　　　　①　 年 月 日開催の第 回定時株主総会において、小林健一氏は新たに取締役

に選任され、また、坪田一夫氏は新たに監査役に選任され、それぞれ就任いたしま
した。

　　　　②　同日開催の第 回定時株主総会終結の時をもって、取締役坪田一夫氏は任期満了
により退任し、また、監査役荒木素直氏は辞任いたしました。

　　　 ．取締役のうち、小林健一氏は社外取締役であります。
　　　 ．監査役のうち、松岡　勲氏及び岩 和文氏は社外監査役であります。
　　　 ．監査役の岩 和文氏は、公認会計士の資格を有しており財務及び会計に関する専門

的な知見を有しております。
　　　 ．当社は監査役松岡　勲氏及び岩 和文氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

．会社役員に関する事項
　 　取締役及び監査役の氏名等（ 年 月 日現在）

担当及び重要な兼職の状況氏　　名地　位

髙 野　 勝代表取締役社長

山陽電気鉄道株式会社　代表取締役社長
神姫バス株式会社　取締役上 門 一 裕取　締　役

神姫バス株式会社　代表取締役社長
山陽電気鉄道株式会社　取締役長 尾　 真取　締　役

株式会社山陽フレンズ　代表取締役社長
株式会社山陽アド　代表取締役社長
株式会社山陽エージェンシー　代表取締役社長

森 本 一 弘取　締　役

神姫バス株式会社  取締役小 林 健 一取　締　役

営業統括部長大 和 良 一取　締　役

業務統括部長三 浦 修 一取　締　役

松 岡　 勲監　査　役
（常勤）

山陽電気鉄道株式会社　監査役（常勤）大 野 峰 雄監　査　役

岩 公認会計士・税理士事務所　代表
多木化学株式会社　監査役岩 和 文監　査　役

神姫バス株式会社　常務取締役坪 田 一 夫監　査　役
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報酬等の額支給人員区　分

　　，　　　　千円名取　締　役

　　，　　　　千円名監　査　役

（注） ．上記報酬等の額のほか、使用人兼務取締役の使用人分給与 ， 千円を支払っており
ます。

　　　 ．上記取締役の報酬等の額には、当事業年度に役員賞与引当金として費用処理した
， 千円を含んでおります。

　 　取締役及び監査役の報酬等の総額

　 　社外役員に関する事項
　　①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

（注）　 ．当社は神姫バス株式会社との間に事業用建物賃貸借取引及び物品販売取引等があり
ます。

　　　 ．岩 和文氏の兼職先と当社との間にはいずれも特別な取引関係はありません。

他の法人等の重要な兼職の状況氏　　名区　分

神姫バス株式会社　取締役小 林 健 一取　締　役

該当事項はありません。松 岡　 勲監　査　役

岩 公認会計士・税理士事務所　代表
多木化学株式会社　監査役岩 和 文監　査　役
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　　③　社外役員の報酬等の総額

報酬等の額支給人員区　分

　　　　　千円名取　締　役

　，　　　　千円名監　査　役

　　②　当事業年度における主な活動状況 

主な活動状況氏　　名区　分

　当事業年度において同氏就任後開催された取締役会
回のうちすべてに出席し、経営者としての幅広い見識から、
中立的な立場により取締役会の意思決定に必要な助言・
提言を適宜行っております。

小 林 健 一取　締　役

　当事業年度において開催された取締役会 回のうちす
べてに出席し、議案の審議等について必要な発言を適宜
行っております。また、監査役会 回のうちすべてに出
席し、監査について必要な発言を適宜行っております。

松 岡　 勲監　査　役

　当事業年度において開催された取締役会 回のうちす
べてに出席し、議案の審議等について必要な発言を適宜
行っております。また、監査役会 回のうちすべてに出
席し、監査について必要な発言を適宜行っております。

岩 和 文監　査　役

（注）　開示の対象となる社外取締役は 名であり、現在は上記②の社外取締役 名が在任してお
ります。

　　④　責任限定契約の内容の概要
　　　当社と社外監査役である岩 和文氏は、会社法第 条第 項並びに当社定款

第 条の規定に基づき、同法第 条第 項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しております。

　　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としておりま
す。
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．会計監査人に関する事項
　 　会計監査人の名称　　　　ＥＹ新日本有限責任監査法人

　 　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額　　　　 ， 　千円
　（注） ．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的に区分もできませんので、報酬
等の額には、これらの合計額を記載しております。

　　　　 ．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積
りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第 項の同意を行っております。

　 　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　　監査役会は、会計監査人が会社法第 条第 項各号に定める項目に該当する
と認められる場合、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお
いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　　また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められ
る場合、その他必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の
解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。

．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　 　業務の適正を確保するための体制
　　当社は、業務の適正を確保するための体制を下記のとおり決定しております。

　　①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

　　　当社及び子会社（以下、「グループ会社」という。）から成る企業集団（以下、
「当社グループ」という。）は、「倫理行動基準」「倫理遵守マニュアル」を制定
するとともに、委員長を社長、各部門長及びグループ会社の代表者を委員とし
たコンプライアンス委員会を設置し、法令遵守への取り組みの実効性を確保し
ています。また、委員会で審議された方針は、常務会に報告されるとともに各
部門長及びグループ会社の代表者で共有化され、業務活動における指針として
活用されています。さらに、「社内通報制度（サンヨーヘルプライン）」を設置
し、法令違反の未然防止とコンプライアンス体制の充実を図っております。

　　　監査役は、法令に定められた取締役会への出席とともに、常勤取締役により
構成される常務会、その他重要な会議等に出席し、有効な意見を述べる体制を
とっております。また、監査役と会計監査人との情報の共有化を図り、適正な
監査を行うよう努めております。

　　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　　当社は、取締役の職務の執行に係る重要な書類については、法令及び社内規

程に従い、適切に保存及び保管を行っており、取締役及び監査役からの閲覧の
要請に備えております。
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　　③　損失の危険の管理に関する規定その他の体制
　　　当社グループは、リスクに対処するため「危機管理マニュアル」を策定し、

緊急時の社内体制を整備しております。また、「リスクマネジメント委員会」を
設置し、会社に想定されるリスクの洗い出しと未然防止に努めるとともに、万
一、リスクが顕在化した場合の損失を最小に抑えるための対応をあらかじめ手
当てすることを目的として、各部門及びグループ会社のリスク管理体制と運用
を推進しております。

　　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　取締役会は、取締役の職務権限を定め、取締役の職務の効率化を図っている

とともに必要最少の人員数で運営され、経営に関する重要事項の決定、承認並
びに報告を行っております。常務会は毎月の定例会議に加えて必要に応じ適宜
開催されており、取締役会から権限を委譲された事項の決定及び取締役会決議
事項の予審を行っております。

　　　また、当社は、グループ会社の事業内容や規模等を勘案し、指揮命令系統、
権限及び意思決定、その他組織に関する基準を定め、グループ会社にこれに準
じた体制を構築させることにより、グループ会社の経営の適正化及び効率化を
図っております。

　　⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制
　　　当社においては、経営企画担当がグループ会社を統括し、業務報告を受ける

とともに、業務の指導及び助言を行っております。また、業務組織からの独立
性を持たせた監査室が、当社及びグループ各社の日常・決算業務について検証
を行うとともに指導を行っております。

　　⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　当社は、監査役から請求があった場合または必要に応じて、監査役の業務補
助のためのスタッフを置くものとし、その場合、当該スタッフはその業務を遂
行するに当たっては監査役の指揮命令にのみ従うものとしております。なお、
その人事については、あらかじめ監査役会の同意を得るものとしております。

　　⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制

　　　当社グループの取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実があることを発見した場合は、直ちに監査役に報告するものとしており
ます。また、取締役は監査役に対し、定期的に「サンヨーヘルプライン」の通
報状況とその内容を報告するものとしております。監査役は取締役会のほか、
重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を正確に把握するため、常務会やそ
の他重要な会議に出席するとともに、当社及びグループ会社の稟議書やその他
の業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社グループの取締役
または使用人からその説明を求めることができるものとしております。なお、
当社は、監査役に報告を行った当社グループの取締役または使用人が当該報告
をしたことを理由として不利益な扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グ
ループの役職員に周知徹底を図っております。
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　　⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　監査役は、監査役会で決議した監査の方針等に基づき、取締役会及び常務会

等重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、当社及びグループ会社の取締
役会議事録、稟議書等の重要書類並びに帳簿類を閲覧し、都度、担当者から説
明、意見を求めております。

　　　また、監査役の職務の執行に関して生じた費用または債務については、監査
役の請求に基づき担当部門で審議のうえ、適宜適切に処理するものとしており
ます。

　　⑨　反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制
　　　当社グループは、反社会的勢力とは取引を含めて一切の関係を遮断し、反社

会的勢力からの不法・不当な要求に対しては組織全体で毅然とした態度でこれ
に対抗し、排除することを方針としております。

　　　当社グループは、企業倫理に関しての社内規程である「倫理行動基準」の中
で、反社会的な個人・団体からの特殊取引、金銭などの要求に対しては、断固
これを拒絶し、また、反社会的勢力と取引のある個人・団体と取引することも
禁止しております。万一、反社会的勢力から何らかの接触を受けた場合は、対
応統括部署において、所轄警察署や顧問弁護士との連携のもと、すみやかに対
処できる体制を整備しております。

　 　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
    　取締役の職務の執行につきましては、取締役会にて経営に関する重要事項の決
定、承認並びに報告を行っており、その中で、社外取締役は経営から独立的な立
場で意思決定に必要な助言・提言を行い、監査役は取締役会の決議並びに取締役
及び使用人の業務執行状況を、法令及び定款に対する適法性等の観点から監督を
行っております。

　　監査役の監査体制につきましては、あらかじめ定めた監査計画に従って、常勤
監査役が社内の重要資料の閲覧や各部門責任者への聞き取り調査を行うとともに、
内部監査担当者から監査の状況に関する報告を受けております。また、監査役会
の中で、常勤監査役からこれら日常業務で得られた監査に関する情報が報告され、
その場で議論並びに意見交換を行っております。

　　コンプライアンスの取り組みにつきましては、コンプライアンス委員会の中で、
コンプライアンスに関する教育・啓蒙活動を実施し、当社グループ全体の役職者
へのコンプライアンスに関する知識の周知徹底、意識の浸透を図るとともに、社
内通報制度の運用状況についての報告を行っております。また、リスクマネジメ
ント委員会において、公正取引・個人情報保護などの会社に損害を及ぼすおそれ
のある事案の共有化とその予防策を講じることで、業務執行に関する各リスクへ
の対応を検討いたしました。

 
（注）本事業報告では、記載金額及び株式数は表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（ 20年 月 9日現在）

金　　　　額科　　　　　目金　　　　額科　　　　　目

， ，
， ，

， ，

，

，

，

， ，

，

，

，

， ，

，

， ，
， ，

，

，

（負　債　の　部）

　流　動　負　債
　　支払手形及び買掛金

　　短 期 借 入 金

　　未 払 金

　　未 払 法 人 税 等

　　未 払 消 費 税 等

　　前 受 金

　　賞 与 引 当 金

　　役 員 賞 与 引 当 金

　　商品券回収損引当金

　　商 品 券

　　そ の 他

　固　定　負　債
　　長 期 借 入 金

　　退職給付に係る負債

　　そ の 他

， ，
， ，

，

，

， ，

，

　 ，

△

， ，
， ，
， ，

， ，

，

，
，
，

，

，

，

△ ，

（資　産　の　部）

　流　動　資　産
　　現 金 及 び 預 金

　　受取手形及び売掛金

　　有 価 証 券

　　商 品

　　貯 蔵 品

　　そ の 他

　　貸 倒 引 当 金

　固　定　資　産
　　有形固定資産
　　建 物 及 び 構 築 物

　　土 地

　　そ の 他

　　無形固定資産
　　投資その他の資産
　　投 資 有 価 証 券

　　繰 延 税 金 資 産

　　差 入 保 証 金

　　そ の 他

　　貸 倒 引 当 金

， ，負 債 合 計

， ，
，

，

， ，

△ ，

△ ，
，

△ ，

（純　資　産　の　部）

　株　主　資　本
　　資　 　 本　 　 金

　　資 本 剰 余 金

　　利 益 剰 余 金

　　自 己 株 式

　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金

　　退職給付に係る調整累計額

， ，純 資 産 合 計
， ，負債純資産合計， ，資 産 合 計

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
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年 月 日から
年 月 日まで（ ）

連 結 損 益 計 算 書

金　　　　　　　　　　　　額科　　　　　　　　目

， ，

， ，

，

，

売 上 高　

売 上 原 価　

， ，

， ，

売 上 総 利 益　

販売費及び一般管理費　

，

，

，

営 業 利 益　

営 業 外 収 益　

　受 取 利 息 及 び 配 当 金

　そ の 他 収 益

，

，

営 業 外 費 用　

　支 払 利 息

　そ の 他 費 用

，

，，

経 常 利 益　

特 別 損 失　

　固 定 資 産 除 却 損

，

，

，

△ ，

税金等調整前当期純利益　

法人税、住民税及び事業税　

法 人 税 等 調 整 額　

，

—

当 期 純 利 益　

非支配株主に帰属する当期純利益　

，親会社株主に帰属する当期純利益　

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
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（ ）年 月 日から
年 月 日まで

連結株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

株主資本合計自　己　株　式利益剰余金資本剰余金資　本　金

， ，△ ，， ，，，当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

，，親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

△△自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額

（純　　額）

，△，——当 期 変 動 額 合 計

， ，△ ，， ，，，当 期 末 残 高

（単位：千円）

純 資 産
合 計

その他の包括利益累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他有価証券
評 価 差 額 金

， ，△ ，△ ，，当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

，親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

△自 己 株 式 の 取 得

△ ，△ ，△ ，△ ，
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額

（純　　額）

，△ ，△ ，△ ，当 期 変 動 額 合 計

， ，△ ，△ ，，当 期 末 残 高

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
　 　連結の範囲に関する事項
　　連結子会社の数及び名称
　　　連結子会社の数　　　　 社
　　　連結子会社の名称　　　株式会社　山陽友の会
　　　　　　　　　　　　　　山陽デリバリーサービス株式会社
　 　持分法の適用に関する事項
　　持分法を適用した関連会社の数及び名称
　　　持分法適用会社の数　　 社
　　　持分法適用会社の名称　姫路再開発ビル株式会社

．会計方針に関する事項
　 　有価証券の評価基準及び評価方法
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　　　時価のないもの…………移動平均法による原価法
　 　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　商品…………………………売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　　貯蔵品………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　 　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産（リース資産を除く）…定額法
　　無形固定資産（リース資産を除く）…定額法
　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（ 年）に基づいております｡
　　リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。
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　　　　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産に
ついては、自己所有の固定資産に適用する減価償却
方法と同一の方法を採用しております。

　 　引当金の計上基準
　　貸倒引当金…………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

　　賞与引当金…………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち
当連結会計年度の負担額を計上しております。

　　役員賞与引当金……………役員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当
連結会計年度の負担額を計上しております。

　　商品券回収損引当金………負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に
備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額
を引当金として計上しております。

　 　退職給付に係る会計処理の方法
　　退職給付に係る負債の計上基準…
　　　　　　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における見込額に基づき、退職給付債務額を計上し
ております。なお、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時に一括損益処
理することとしております。

　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（ 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお
ります。

　　　　　　　　　　　　　　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整
のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計
額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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　 　消費税等の会計処理……税抜方式によっております。
　 　追加情報
　　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 号　 年

月 日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資そ
の他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に
変更しております。

．連結貸借対照表に関する注記
　 　資産に係る減価償却累計額
　　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 ， ， 　千円
　 　供託資産
　　有価証券　　　　　　　　　　　　　　　　　 ， 　千円
　（注）割賦販売法に基づいて供託しております。

．連結株主資本等変動計算書に関する注記
　当連結会計年度の末日における発行済株式の数　　普通株式　 ， 　株

．金融商品に関する注記
　 　金融商品の状況に関する事項
　　当社グループは、資金運用については預金及び安全性の高い金融資産に限定し、
資金調達については銀行等からの借入により行っております。
　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされておりま
す。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うことによ
り、低減を図っております。
　　有価証券及び投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式と国債、
地方債等の債券であり、市場価格の変動リスクにさらされておりますが、四半期
ごとに時価の把握を行っております。
　　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金
は主に設備投資に係る資金調達であります。
　 　金融商品の時価等に関する事項
　　 年 月 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。
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差　　額時　　価（※）連結貸借対照表
計上額（※）　　

—　， ， 　， ， 　①現金及び預金

—　， 　， 　②受取手形及び売掛金

—　， 　， 　
③有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券

—　（ ， ， ）（ ， ， ）④支払手形及び買掛金

　（ ， ， ）（ ， ， ）⑤長期借入金（ 年内返済予定の長期借入金を含む）

．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

． 株当たり情報に関する注記
　 　 株当たり純資産額　　　　　　　 ， 円 銭
　 　 株当たり当期純利益　　　　　　　 円 銭

（単位：千円）

　　（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注） ．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　　　　①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金
　　　　　　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。
　　　　③有価証券及び投資有価証券
　　　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券については取引金

融機関等から提示された価格によっております。
　　　　④支払手形及び買掛金
　　　　　　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。
　　　　⑤長期借入金（ 年内返済予定の長期借入金を含む）
　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算出する方法によっております。
　　　 ．非上場株式（連結貸借対照表計上額 ， 千円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを合理的に見積もることなどができず、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、「③有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」には含
めておりません。

　　　　　差入保証金（連結貸借対照表計上額 ， 千円）は、市場価格がなく、かつ将来
キャッシュ・フローを合理的に見積もることなどができず、時価を把握することが極
めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。
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．重要な後発事象に関する注記
　（新型コロナウイルス感染症の影響）
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、2020年 月 日に政府から発令
されました「緊急事態宣言」を踏まえ、お客さま並びに従業員の安全確保、新型
コロナウイルス感染拡大防止のため、2020年 月 日から食料品売場を除き店舗
の臨時休業をいたしております。当社グループの財務状態、経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性がありますが、影響額について
は、現時点では算出することが困難であります。
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貸 借 対 照 表

（ 年 月 日現在）

金　　　　額科　　　　　目金　　　　額科　　　　　目

， ，
，

， ，
， ，
，
，
，
，
，
，
，

， ，
，

， ，
， ，
，
，
，
，

（負　債　の　部）
　流　動　負　債
　　支 払 手 形
　　買 掛 金
　　短 期 借 入 金
　　未 払 金
　　未 払 法 人 税 等
　　未 払 消 費 税 等
　　預 り 金
　　賞 与 引 当 金
　　役 員 賞 与 引 当 金
　　商品券回収損引当金
　　商 品 券
　　そ の 他
　固　定　負　債
　　長 期 借 入 金
　　退 職 給 付 引 当 金
　　預 り 保 証 金
　　資 産 除 去 債 務
　　そ の 他

， ，
，
，
，

， ，
，
，
△

， ，
， ，
， ，
，
，

， ，
，
，
，
，
，
，
，
，
，

△ ，

（資　産　の　部）
　流　動　資　産
　　現 金 及 び 預 金
　　受 取 手 形
　　売 掛 金
　　商 品
　　貯 蔵 品
　　そ の 他
　　貸 倒 引 当 金
　固　定　資　産
　　有形固定資産
　　建 物
　　構 築 物
　　器 具 及 び 備 品
　　土 地
　　無形固定資産
　　借 地 権
　　そ の 他
　　投資その他の資産
　　投 資 有 価 証 券
　　関 係 会 社 株 式
　　繰 延 税 金 資 産
　　差 入 保 証 金
　　そ の 他
　　貸 倒 引 当 金

， ，負 債 合 計

， ，
，
，
，

， ，
，

， ，
，

， ，
△ ，
，
，

（純　資　産　の　部）
　株　主　資　本
　　資　　本　　金
　　資　本　剰　余　金
　　資 本 準 備 金
　　利　益　剰　余　金
　　利 益 準 備 金
　　その他利益剰余金
　　　別 途 積 立 金
　　　繰越利益剰余金
　　自　己　株　式
　評価・換算差額等
　　その他有価証券評価差額金

， ，純 資 産 合 計
， ，負債純資産合計， ，資 産 合 計

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）
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年 月 日から
年 月 日まで（ ）

損 益 計 算 書

金　　　　　　　　　　　　額科　　　　　　　　目

， ，

， ，

，

，

売 上 高　

売 上 原 価　

， ，

， ，

売 上 総 利 益　

販売費及び一般管理費　

，

，

，

営 業 利 益　

営 業 外 収 益　

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 収 益

，

，

営 業 外 費 用　

支 払 利 息

そ の 他 費 用

，

，，

経 常 利 益　

特 別 損 失　

固 定 資 産 除 却 損

，

，

，

△ ，

税 引 前 当 期 純 利 益　

法人税、住民税及び事業税　

法 人 税 等 調 整 額　

，当 期 純 利 益　

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）



（　　）

株主資本等変動計算書

株　　　主　　　資　　　本

株主資本
合 計自己株式

利　　益　　剰　　余　　金資 本
剰 余 金

資 本 金 利 益
剰 余 金
合 計

その他利益剰余金
利 益
準 備 金

資 本
準 備 金 繰越利益

剰 余 金
別 途
積 立 金

， ，△ ，， ，， ，，，，，当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

，，，当 期 純 利 益

△△自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額
（純　　額）

，△，，　　　　当 期 変 動 額 合 計

， ，△ ，， ，， ，，，，，当 期 末 残 高

（単位：千円）

純 資 産
合 計

評　価　・　換　算　差　額　等

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

， ，，，当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

，当 期 純 利 益

△自 己 株 式 の 取 得

△ ，△ ，△ ，
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額
（純　　額）

，△ ，△ ，当 期 変 動 額 合 計

， ，，，当 期 末 残 高

（注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

（ ）年 月 日から
年 月 日まで
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個 別 注 記 表

．重要な会計方針に係る事項に関する注記
　 　有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの…………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

　　　時価のないもの…………移動平均法による原価法
　 　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　商品…………………………売価還元法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　　貯蔵品………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
　 　固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産（リース資産を除く）…定額法
　　無形固定資産（リース資産を除く）…定額法
　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（ 年）に基づいております｡
　　リース資産…………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産に
ついては、自己所有の固定資産に適用する減価償却
方法と同一の方法を採用しております。

　 　引当金の計上基準
　　貸倒引当金…………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

　　賞与引当金…………………従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち
当事業年度の負担額を計上しております。
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　　役員賞与引当金……………役員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当
事業年度の負担額を計上しております。

　　退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける見込額に基づき、退職給付債務額を計上してお
ります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、その発生時に一括損益処
理することとしております。

　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとしております。

　　商品券回収損引当金………負債計上中止後に回収された場合に発生する損失に
備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額
を引当金として計上しております。

　 　退職給付に係る会計処理……
　　　　　　　　　　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれら
の会計処理の方法と異なっております。

　 　消費税等の会計処理……税抜方式によっております。
　 　追加情報
　　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）
　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 号　 年

月 日）等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他
の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更
しております。

．貸借対照表に関する注記
　 　資産に係る減価償却累計額
　　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　 ， ， 　千円
　 　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　 ， 　千円
　　長期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　 ， 　千円
　　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　， ， 　千円
　　長期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　， ， 　千円 
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．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高
　　営業収益　　　　　　　　　　　　　　　　　 ， 　千円
　　営業費用　　　　　　　　　　　　　　　 ， ， 　千円
　　営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　　 ， 　千円

．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業所税及び商品券回収損引当金の否認
等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額であります。

．関連当事者との取引に関する注記
　 　親会社及び法人主要株主等

期末残高
（千円）科　目取引金額

（千円）取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被
所有）割合
（％）

会社等の名称種　類 事業上
の関係

役員の
兼任等

，差入保証
金

，土地・建物
の賃借

営業用
設備の
賃借・
運転資
金の借
入等

兼任
　 名

（被所有）
．

山陽電気鉄道
株 式 会 社

親会社

，
， ，

短期借入金
長期借入金——

前払費用，利息の支払
——， ，被保証債務
，差入保証

金
，建物の賃借営業用

設備の
賃借等

兼任
　 名

（被所有）
．

神 姫 バ ス
株 式 会 社

その他
の関係
会社　

（単位：株）

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　①　土地・建物の賃貸借については、地価の変動や近隣の取引実勢に基づき、

契約により所定金額を決定しております。
　　②　借入金の利息については、市場金利相場を勘案して決定しております。
　　③　被保証債務は、金融機関からの設備資金、運転資金の借入額に対して保証

依頼しているものであります。
　　④　取引金額には消費税等を含めておりません。

当期末株式数当期減少株式数当期増加株式数当期首株式数株 式 の 種 類

，　，普　通　株　式
（注）　自己株式の増加 株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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　 　子会社

期末残高
（千円）科　目取引金額

（千円）取引の内容
関　係　内　容議決権等

の所有（被
所有）割合
（％）

会社等の名称種　類 事業上
の関係

役員の
兼任等

——，商品の配送
業務　　　

仕入及
び販売
商品の
物流委
託

兼任
　 名

（所　有）
．

山陽デリバリー
サ ー ビ ス
株 式 会 社

子会社

——，資金の回収

——利息の受取

——，お買物券取
扱業務

当社の
商品の
引換券
取扱

兼任
　 名

（所　有）
．

株 式 会 社
山陽友の会

，短期借入金， ，
， ，

資金の借入
資金の返済

——975利息の支払

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　①　業務委託取引については、各々の市場相場、仕様条件に基づく契約により、

所定金額を決定しております。
　　②　貸付金及び借入金の利息については、市場金利相場を勘案して決定してお

ります。
　　③　取引金額には消費税等を含めておりません。

． 株当たり情報に関する注記
　 　 株当たり純資産額　　　　　　　 ， 円 銭
　 　 株当たり当期純利益　　　　　　　 円 銭

．重要な後発事象に関する注記
　（新型コロナウイルス感染症の影響）
　　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、 年 月 日に政府から発令
されました「緊急事態宣言」を踏まえ、お客さま並びに従業員の安全確保、新型
コロナウイルス感染拡大防止のため、 年 月 日から食料品売場を除き店舗
の臨時休業をいたしております。当社の財務状態、経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況に重要な影響を与える可能性がありますが、影響額については、現時
点では算出することが困難であります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書
年 月 日

株式会社　山　陽　百　貨　店
　　　取　締　役　会　　御　中

　当監査法人は、会社法第 条第 項の規定に基づき､株式会社山陽百貨店の
年 月 日から 年 月 日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社山陽百貨店及び連結子会社からなる
企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 以　上　

ＥＹ新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
　　　　　　　　　公認会計士　梅　原　　　隆　㊞業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
　　　　　　　　　公認会計士　仲　下　寛　司　㊞業 務 執 行 社 員
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

独立監査人の監査報告書
年 月 日

株式会社　山　陽　百　貨　店
　　　取　締　役　会　　御　中

　当監査法人は、会社法第 条第 項第 号の規定に基づき､株式会社山陽百貨
店の 年 月 日から 年 月 日までの第 期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 以　上　

ＥＹ新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
　　　　　　　　　公認会計士　梅　原　　　隆　㊞業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
　　　　　　　　　公認会計士　仲　下　寛　司　㊞業 務 執 行 社 員
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監査役会の監査報告書（謄本）

次ページへつづく

監　査　報　告　書
　当監査役会は、 年 月 日から 年 月 日までの第 期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　 ．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　　 　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　 　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
監査計画等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を
実施いたしました。

　　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監
査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

　　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る
企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第 条第 項及び第 項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　　③　事業報告に記載されている会社法施行規則第 条第 号イの留意し
た事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における
審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　　　④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第 条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（
年 月 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。
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　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及
びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
　 ．監査の結果
　　 　事業報告等の監査結果
　　　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
　　　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
　　　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　　　　④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引を
するに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引
が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその
理由について、指摘すべき事項は認められません。

　　 　計算書類及びその附属明細書の監査結果　
　　　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。
　　 　連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　 年 月 日

以　上

株式会社　山　陽　百　貨　店　監査役会 

　　　　　監査役（常勤）　　　　　　　　　　　　松　岡　　　勲　㊞　　　　　（社外監査役）

　　　　　監　　査　　役　大　野　峰　雄　㊞

　　　　　監　　査　　役　　　　　　　　　　　　岩　 　和　文　㊞　　　　　（社外監査役）

　　　　　監　　査　　役　坪　田　一　夫　㊞
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株　主　総　会　参　考　書　類

議案及び参考事項

　第 号議案　取締役 名選任の件
　　　本総会終結の時をもって取締役全員（ 名）は任期満了となりますので、取

締役 名の選任をお願いするものであります。
　　　取締役候補者は、次のとおりであります。

所　　有　　す　　る
当社株式の数

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
氏　　　　　名
（生年月日）

候補者
番　号

， 株

年 月
　株式会社天満屋入社
年 月

　同社常務取締役
年 月

　山陽電気鉄道株式会社特別顧問
年 月

　当社顧問
年 月

　当社代表取締役社長（現任）

　 髙　野 　　　 勝 　
た か の まさる

（ 年 月 日生）

株

年 月
　山陽電気鉄道株式会社入社
年 月

　同社代表取締役社長（現任）
年 月

　当社取締役（現任）
年 月

　神姫バス株式会社取締役（現任）

 上　門 　 一　裕 
う え か ど か ず ひ ろ

（ 年 月 日生）

株

年 月
　神姫バス株式会社入社
年 月

　同社代表取締役社長（現任）
年 月

　当社取締役（現任）
年 月

　山陽電気鉄道株式会社取締役（現任）

　 長　尾 　　　 真 　
　な が お　 まこと

（ 年 月 日生）
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所　　有　　す　　る
当社株式の数

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況等
氏　　　　　名
（生年月日）

候補者
番　号

株

年 月
　山陽電気鉄道株式会社入社
年 月

　株式会社山陽フレンズ代表取締役社長
（現任）
年 月

　山陽電気鉄道株式会社取締役経営企画室
マネージャー
年 月

　株式会社山陽アド代表取締役社長（現任）
　株式会社山陽エージェンシー代表取締役
社長（現任）
年 月

　山陽電気鉄道株式会社取締役経営統括
本部マネージャー
年 月

　当社取締役（現任）

  森　本 　 一　弘 
も り も と か ず ひ ろ

（ 年 月 日生）

株

年 月
　神姫バス株式会社入社
年 月

　同社取締役（現任）
年 月

　当社取締役（現任）

  小　林 　 健　一 
こ ば や し け ん い ち

（ 年 月 日生）

， 株

年 月
　当社入社
年 月

　当社取締役営業統括ゼネラルマネジャー
年 月

　当社取締役営業本部長
年 月

　当社取締役営業統括部長（現任）

 大　和 　 良　一 
　や ま と　 りょう い ち

（ 年 月 日生）

株

年 月
　当社入社
年 月

　当社総務ディビジョンマネジャー
年 月

　当社総務統括部長
年 月

　当社取締役業務統括部長（現任）

  三　浦 　 修　一 
み う ら しゅう い ち

（ 年 月 日生）



（　　）

（注） ．取締役候補者上門一裕氏は、親会社である山陽電気鉄道株式会社の代表取締役社長で
あり、当社は同社との間に事業用土地・建物賃貸借取引、運転資金の借入に関する金銭
消費貸借取引及び物品販売取引等があるほか、当社は同社から債務保証を受けておりま
す。　

　　　 ．取締役候補者長尾　真氏は、神姫バス株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社
との間に事業用建物賃貸借取引及び物品販売取引等があります。

　　　 ．取締役候補者森本一弘氏は、親会社の子会社である株式会社山陽フレンズ、株式会社
山陽アド並びに株式会社山陽エージェンシーの代表取締役社長を兼務し、それぞれ業務
を執行しております。当社は、株式会社山陽フレンズとの間に物品販売取引が、株式会
社山陽アドとの間に広告料支払取引等が、また、株式会社山陽エージェンシーとの間に
保険料支払取引があります。

　　　 ．その他候補者と当社の間に特別の利害関係はございません。
　　　 ．小林健一氏は、社外取締役候補者であります。
　　　 ．小林健一氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は、経営者としての幅広い見識か

ら、中立的な立場により当社の経営に有用な助言・提言をいただけるものと判断し、社
外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は現に当社の社外取締役
でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって 年となります。



（　　）

　第 号議案　監査役 名選任の件
　　　本総会終結の時をもって監査役岩 和文氏は任期満了となり、また、監査役

坪田一夫氏は辞任いたしますので、監査役 名の選任をお願いするものであり
ます。

　　　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　　　監査役候補者は、次のとおりであります。

所　　有　　す　　る
当社株式の数

略歴、地位及び重要な兼職の状況等
氏　　　　　名
（生年月日）

候補者
番　号

株

年 月
　監査法人大成会計社（現EY新日本有限
責任監査法人）入所
年 月

　公認会計士登録
年 月

　新日本監査法人（現EY新日本有限責任
監査法人）代表社員神戸事務所長
年 月

　岩 公認会計士税理士・事務所開設（現
在に至る）
年 月

　新日本有限責任監査法人（現EY新日本
有限責任監査法人）退職
年 月

　多木化学株式会社監査役（現任）
年 月

　当社監査役（現任）

  岩　  　 和　文 
い わ さ き か ず ふ み

（ 年 月 日生）

株

年 月
　山陽電気鉄道株式会社入社
年 月

　同社取締役自動車営業本部長
年 月

　同社取締役
　山陽バス株式会社代表取締役社長
年 月

　株式会社舞子ホテル代表取締役社長
年 月

　山陽電気鉄道株式会社監査室ゼネラル
マネージャー（現任）

 ※
 今　栄 　 高　志 
い　ま　え た　か　し

（ 年 月 日生）

（注） ．※印は、新任監査役候補者であります。
　　　 ．各候補者と当社の間に特別の利害関係はございません。



（　　）

　　　 ．岩 和文氏は、社外監査役候補者であります。なお、当社は、同氏を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合は、引き続
き独立役員とする予定であります。　

　　　 ．岩 和文氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏は、過去に社外役員となること以
外の方法で、直接会社の経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として、財
務及び会計に関する専門的な知見を有しており、また、大手監査法人等での職務経験を
通じ会社経営についての理解も深いことから、当社の監査業務を適切に遂行していただ
けるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は
現に当社の社外監査役でありますが、その在任期間は本総会終結の時をもって 年とな
ります。

　　　 ．当社は、岩 和文氏との間で会社法第 条第 項の規定に基づき、同法第 条第
項に規定する損害賠償責任を法令が規定する額に限定する契約を締結しております。同
氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

以　上　



MEMO



（　　）

株主総会は下記の会場で開催いたしますのでご案内申し上げます。

　　　　会　場　　兵庫県姫路市西駅前町 番地　キャスパ 階
　　　　　　　　　姫路キャスパホール
　　　　　　　　　ＴＥＬ（ ） －
　　　　　※会場へはキャスパエレベーターをご利用ください。
　　　　　　係員がご案内いたします。
　
所在地図　　　　　　　　

株主総会会場ご案内
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